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令和４年度決算の概要 

○ 歳入…市税は新型コロナの影響からの回復等により前年度比増

となったものの、新型コロナ対策の実施に伴う国庫支出金等の減少

により歳入総額は減 

市税は新型コロナの影響からの回復等により前年度を４７億円上回る 

１，７９７億円と過去最高額となった。 

一方、１８歳以下の子どもへの現金・クーポン給付事業の終了等により国庫

支出金が２０４億円減少した。 

○ 歳出…国の経済対策等を活用した給付事業の減少や投資的経費

の減少により歳出総額は減 

社会保障関係経費は依然増加基調にあるものの、１８歳以下の子どもへの現

金・クーポン給付事業の終了等により扶助費が１０６億円減少したほか、中小

企業者に対する一時支援金や月次支援金の終了等により補助費等が５２億円

減少した。 

  貸付金は、令和２年度から令和３年度に急増していた新型コロナ関連融資へ

の需要が落ち着いたこと等により７７億円減少した。 

  そのほか、投資的経費については、新科学館整備事業の終了や街路・道路事

業等の補助事業費の減等により、１４１億円の減少となった。 

○ 市債残高は、対前年度比増 

令和４年度末における市債残高は、１兆１，８９３億円となり、対前年度比

１０億円の増加となった。 

○ 財源調整用基金残高は、対前年度比増 

令和４年度末における基金残高は、前年度末の３２７億円から３６億円増加

し、３６３億円となった。 
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＜令和４年度物価高騰対策関連決算の概要＞

１　令和４年度における物価高騰対策関連事業費（決算額） 200 億円

（財源内訳）

　国・県からの補助金等 187 億円

　（うち新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金 53 億円）

　その他特定財源等 3 億円

　一般財源　　 10 億円

２　物価高騰対策関連事業（主な事業）
（単位：百万円）

物価高騰に直面する市民等への支援 19,956

（１）生活者支援 17,268

7,503

4,081

2,868

1,207

422

259

136

792

（２）事業者支援 2,688

926

54

12

704

244

156

240

352

公共施設へのお出かけ応援事業

保育所等への光熱費等支援事業

子育て世帯生活支援特別給付金事業（市独自分含む）

中小企業融資損失補償

公共交通応援事業

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業

商店街プレミアム付商品券発行支援事業

給食食材価格高騰対応事業

一般家庭向け省エネ家電普及促進事業

その他の事業

福祉サービス事業所等への光熱費等支援事業

児童養護施設等への光熱費等支援事業

中小企業の省エネを促す緊急経済対策事業

その他の事業

生産性向上のためのＤＸ・デジタル化推進事業
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１ 一般会計 

（１） 概 要 

 ① 決算規模は、歳入、歳出ともに過去３番目 

令和４年度一般会計決算は、歳入決算額５，９９４億１５百万円、歳出決算額 

５，９６０億６７百万円で、令和２年度及び令和３年度の新型コロナの影響を受け

た国の経済対策等を活用した給付事業が減少した一方、令和４年度から価格高騰の

影響を受けた国のコロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」の実施

等により、歳入歳出いずれも令和２年度、令和３年度についで過去３番目の規模と

なった。 

※以下、歳入歳出決算額の端数処理により、表中の数値（億円）が本文の数値と合わない場合がある。 

 ② 実質収支は 1６億２８百万円の黒字 

（単位：百万円）

区　　　　　分 ４年度 ３年度 増減額 増減率

歳入決算額（A） 599,415 645,762 △ 46,347 △ 7.2%

歳出決算額（B） 596,067 638,033 △ 41,966 △ 6.6%

形式収支（C=A-B） 3,348 7,729 △ 4,381 △ 56.7%

繰り越すべき財源（D） 1,720 2,812 △ 1,092 △ 38.8%

実質収支（E=C-D） 1,628 4,917 △ 3,289 △ 66.9%
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（２） 歳入の主な特徴 

① 市税収入  

… 市税は新型コロナの影響からの回復等により前年度比増

市税全体では、新型コロナの影響からの回復等により１，７９６億７０百万円

と対前年度４７億３１百万円（＋２．７％）の増となり、過去最高額となった。 

・個人市民税は、新型コロナの影響からの回復により課税標準額が増加したため、

６４６億３０百万円と対前年度１４億９９百万円（＋２．４％）の増となった。 

・法人市民税は、新型コロナの影響からの回復により製造業の業績が好調で法人

税収が堅調であったことや、均等割納税義務者数が増加したことなどから、 

１１７億１９百万円と対前年度５億９２百万円（＋５．３％）の増となった。 

・固定資産税は、土地の地目変換、家屋・償却資産の新型コロナ特例の廃止及び

それぞれの新増築、新規設備投資による増加分が、滅失、既存設備の減価によ

る減少分を上回ったことなどから、７２３億３５百万円と対前年度 

１６億６５百万円（＋２．４％）の増となった。 

・軽自動車税は、新車買換えが進んだことなどにより、２２億２９百万円と対前

年度１億８百万円（＋５．１％）の増となった。 

・市税収入率は、物価高騰などの影響から９８．４％と前年度に比べ０．１ポイ

ント低下したが、引き続き高い水準を維持した。 
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② 地方交付税等 … 地方交付税、臨時財政対策債ともに減 

地方交付税と臨時財政対策債を合わせた総額は、８７６億５０百万円で、対前年度

９６億８２百万円（△９．９％）の減となった。

地方交付税は６８９億７７百万円で、対前年度４５億３１百万円（△６．２％）、

臨時財政対策債は１８６億７３百万円で、対前年度５１億５１百万円（△２１．６％）

の減となった。

■臨時財政対策債…国の地方交付税の財源不足対策として、平成１３年度に創設された

地方債。その元利償還金相当額については、全額が後年度地方交付税で措置される。 

③ 市債発行額は、対前年度比減 

臨時財政対策債を含めた市債発行額は、投資的経費の減少等により 

４７６億４７百万円で、対前年度１１６億５４百万円（△１９．７％）の減となり、

歳入全体に占める市債の割合は、前年度を１．２ポイント下回り、８．０％となっ

た。  

また、臨時財政対策債を除く市債発行額は、２８９億７４百万円となり、 

歳入全体に占める割合は、前年度を０．７ポイント下回り、４．８％となった。 
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（３） 歳出（性質別）の主な特徴 

① 義務的経費 … 新型コロナ関係給付金等の影響により、 

全体では減となったものの、社会保障関係経費は依然増加基調 

人件費、扶助費、公債費からなる義務的経費は３，３５７億３２百万円で、

対前年度１１３億５５百万円（△３．３％）の減となった。

人件費は、退職手当の増等により、対前年度１２億５８百万円（＋１．２％）

増の１，０９０億５８百万円となり、人件費比率は１８．３％となった。 

扶助費は、１８歳以下の子どもへの現金・クーポン給付事業の終了等により、

対前年度１０５億７１百万円（△６．２％）減の１，６０８億１２百万円 

となったものの、社会保障関係経費は、障害福祉サービス事業等の増より、 

対前年度１５億５９百万円増の１，４３８億２５百万円となった。 

公債費は、対前年度２０億４１百万円（△３．０％）減の６５８億６２百万円

となった。 

    ■扶助費・・・福祉の法令等に基づいて実施する医療費の援助や各種手当ての 

支給、生活保護費、福祉施設の運営などに要する経費 

    ※令和２年度の歳出決算に占める義務的経費の割合の減は、新型コロナ対策の実施に伴う補助費等

の増により歳出総額が増加したもの 
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② 扶助費及び福祉・医療関係繰出金 

… 新型コロナ関係給付金等を除いた扶助費及び福祉・医療 

関係繰出金は増 

１８歳以下の子どもへの現金・クーポン給付事業等が減少したことにより、 

扶助費及び福祉・医療関係繰出金は２，０６３億５９百万円で対前年度 

１０６億５１百万円（△４．９％）の減となったものの、社会保障関係経費は、 

障害福祉サービス事業等の増により、対前年度１５億５９百万円増の 

１，４３８億２５百万円となった。

■福祉・医療関係繰出金・・・国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療の 

各特別会計への繰出金 

③ 投資的経費 … 新科学館整備事業の終了等による減 

投資的経費は、５１５億９５百万円となり、対前年度１４０億９４百万円 

（△２１．５％）の減となった。これは、新科学館整備事業の終了（△３０億円）

や、街路・道路事業の補助事業費の縮小（△６７億円）等によるもの。 
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（４） 市債残高 … 対前年度比増で増加基調は続く 

臨時財政対策債を含めた市債残高は、１兆１，８９２億８７百万円となり、 

対前年度１０億２０百万円（＋０．１％）の増となった。 

投資的経費の減少に伴い、臨時財政対策債を除く市債残高が対前年度 

３６億７４百万円（△０．５％）の減となったものの、臨時財政対策債の残高が 

４６億９４百万円（＋１．１％）の増となったことによるもの。 

（参考）市民一人当たりの市債残高（普通会計・臨時財政対策債を除く ～Ｒ３） 
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（５） 財源調整用基金残高 … 対前年度比増 

令和４年度における基金残高は、令和２年度に比べて大幅に増加していた令和３

年度の決算剰余金の影響により、財政調整基金への法定積立分が大幅に増加したほ

か、新型コロナの影響からの回復等による市税収入の増などにより、前年度末残高

より３６億円増加し、３６３億円となった。 

■財源調整用基金・・・財政調整基金、都市高速鉄道等整備基金、公債償還基金の 

３基金 

２ 特別会計 

令和４年度特別会計決算は、歳入決算額３，９８７億８１百万円、歳出決算額 

３，８４４億４８百万円で、実質収支は１４１億１５百万円の黒字となった。 

２１会計のうち、構造上収支均衡となる４会計（公債償還特別会計、土地取得特別

会計、臨海部産業用地貸付特別会計、市立病院機構病院事業債管理特別会計）を除く

１７会計で実質収支は黒字となった。 

３ 企業会計 

（単位：百万円）

区　　分 上水道事業 工業用水道 交通事業 病院事業 下水道事業 公営競技事業

損益収支 523 320 △ 198 △ 149 668 13,513

単年度実質収支 △ 808 △ 134 △ 297 3 △ 31 9,038

令和４年度末資金剰余 4,702 1,900 361 50 3,416 34,552

※病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還のみを実施している。医療センター等

の運営は平成３１年４月１日に地方独立行政法人北九州市立病院機構へ移行しており、この会計には含まない。
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（１） 上水道事業会計では、有収水量の減少などにより、料金収入が減少したこと

に加え、電力や薬品費の価格高騰に伴い浄化費用等が増加したことから、損益

収支の額は前年度より８億１２百万円減少したものの、５億２３百万円の黒字

を確保した。 

（２） 工業用水道事業会計では、契約水量の減少により、料金収入が減少したこと

に加え、電力や薬品費の価格高騰に伴い浄化費用等が増加したことから、損益

収支の額は前年度より１億８６百万円減少したが、３億２０百万円の黒字を確

保した。 

（３） 交通事業会計では、乗合人員に一部持ち直しが見られるものの、乗合収入が

回復しきれていないことや、燃料費の増加等により、損益収支の額は 

１億９８百万円の赤字となった。 

（４） 病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還を 

しており、単年度実質収支は３百万円の黒字となった。 

（５） 下水道事業会計では、有収水量の減少により使用料収入が減少したことなど

から、損益収支の額は前年度より２３百万円減少したものの、６億６８百万円

の黒字を確保した。 

（６） 公営競技事業会計は、モーターボート競走事業において、ＳＧ競走の開催が

なかった影響を受けて舟券発売額が減少したこと等から、損益収支の額は前年

度より１５億５１百万円減少したものの、１３５億１３百万円の黒字を確保し

た。 

４ 健全化判断比率等

（１）実質公債費比率：１０．４％ 

【Ｒ３：１０．３％（２０政令市中、健全性が高い方から１５番目）】 

前年度から０．１ポイント増加しており、これは公債費の償還の財源に充てる 

ことができる土地売払収入が減少したことなどによるもの。 

（実質公債費比率は、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４の３年平均で算出）   

（２）将来負担比率：１４７．２％ 

【Ｒ３：１５０．０％（２０政令市中、健全性が高い方から１８番目）】 
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前年度から２．８ポイント減少しており、これは標準財政規模は縮小したものの、

基金の残高が増加したこと等によるもの。 

健全化判断比率のうち、実質赤字比率と連結実質赤字比率については、 

実質黒字のため比率なし。 

また、資金不足比率についても資金不足を生じている会計がないため比率なし。 

（参考）

■実質公債費比率 

地方債償還額及び地方債の償還に準じる歳出額の標準財政規模に対する割合 

によって、財政運営の健全性を表す指標。３ヶ年平均で算出する。 

（Ｒ３年度：Ｒ１～Ｒ３、 Ｒ４年度：Ｒ２～Ｒ４） 

【本市に適用される基準】  地方債許可制移行基準   １８．０％ 

早期健全化基準      ２５．０％ 

財政再生基準       ３５．０％ 

■将来負担比率 

一般会計等の地方債残高をはじめとした、将来負担することが見込まれる 

各種経費の総額の標準財政規模に対する割合によって、市の将来に向けた 

財政運営の健全性を表す指標。 

 【本市に適用される基準】  早期健全化基準     ４００．０％ 

一般会計等：一般会計、土地区画整理、土地区画整理清算、公債償還、 

住宅新築資金等貸付、土地取得、母子父子寡婦福祉資金、 

臨海部産業用地貸付の各特別会計 


